
○

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 213

合計（Ａ） 47,693 合計（Ｂ） 59,283

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 11,590

主な
理由

事業の統合により、委託料が11,290千円増加したため

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

780

委託料
保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 37,840 委託料

保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 49,130

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 1,160

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 1,260

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 4,000

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 4,000

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 208

06当初予算 4,219 0

1.40

28.61

190,454

202,044

役務費
保育料等口座振替手数料、簡易
書留加算料金 580 役務費

3

内容

保育料等口座振替手数料、簡易
書留加算料金

197,822

内容 金額

需用費
消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等 3,905 需用費

消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等 3,900

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

11.91

1.60

04決算 18,751 0 0 176,352

05当初予算 3,938 0 3 186,513

令和５年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可保育施設に関する一般事務事業を行うことにより、保育施設を円滑に効率よく、また、適正に運営することを目的とす
る。
待機児童解消に向け、施設の整備等を行うための体制を構築・維持する。

事
業
内
容

１　保育施設との連絡調整及び指導管理（巡回指導等）
　　【発達指導巡回実施状況】
　　　令和4年度167件、令和5年度148件(見込)、令和6年度160件（見込）

２　認可保育施設の入退所、入所選考、保育料に係る事務
　　新年度保育施設入所申込み受付及び託児業務
　
３　保育所に関する会議や研修への参加

４　その他認可保育施設に関する事務

５　待機児童解消に向けた情報収集等連絡調整、施設の整備等の待機児童対策を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子
育て支援法施行規則、明石市保育の必要性の
認定に関する基準等を定める規則

事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-001

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

令和６年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計13.70

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

49,743

47,693

59,283

145,360

142,761

142,761

195,103 0.00

目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和5年4月現在44人であるが、令和7年4月に向け待
機児童数ゼロを目指す。

令和7年度 人 0

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰



46

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所退職共済補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-002

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法事業 私立保育所退職共済補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所等に勤務する職員の福利増進を図り、児童福祉事業の円滑な推進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

民間保育協議会職員退
職共済加入者数

民間保育協議会職員退職者共済加入者数を、私立保育所等の円滑
な運営の維持と、職員の福利増進を図る指標とする。

令和６年度 人 1,100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

加入者の退職金の一部として、加入者本俸の１,０００分の８を補助する。

＜参考＞
事業主負担  ８／１，０００
加入者負担  ８／１，０００

【民間保育協議会職員退職者共済加入者数】
令和４年度1,049名、令和５年度1,103名（見込）、令和６年度1,100名（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 20,893 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 18,868 2,025 20,893 0 0

0 21,620 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 20,000 1,620 21,620 0 0

0 21,620 任期付 0.00 合計 0.2006当初予算 20,000 1,620 21,620 0 0

内容 金額

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 20,000

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 20,000

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 20,000 合計（Ｂ） 20,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由
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○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名

認可外施設利用世帯等支援（待機児童対
策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-003

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市認可外保育施設等保育料補助金交付要
綱、明石市在宅子育て世帯臨時給付金支給要
綱

事業 認可外施設利用世帯等支援（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童が解消するまでの対策として、認可保育施設に入所できないために認可外施設を利用している世帯や、保護者に
代わって祖父母等が在宅で子育てをしている世帯に対し経済的支援を行い、保護者の負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

支援対象児童数（在宅）
経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の延べ人
数）

令和６年度 人 120

支援対象児童数（認可
外）

経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の延べ人
数）

令和６年度 人 140

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【在宅子育て世帯への支援】
　　助成額 ：月10,000円（一律）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が保育所の利用を申し込み、待機児童となっている世帯で、保護者に代わって親族やベビーシッター等が保育している世
帯
　　のべ支給児童数 ：令和４年度　141人（上半期65人、下半期76人）
　　　　　　　　　　　     令和５年度　120人（見込）上半期60人、（見込）下半期60人
　　　　　　　　　　　　   令和６年度　120人（見込）上半期60人、（見込）下半期60人

【認可外保育施設等利用者への支援】
　　助成額 ：月20,000円（上限）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が認可外保育施設を利用している世帯
　　のべ支給児童数 ：令和４年度　165人（上半期80人、下半期85人）
　　　　　　　　　　　 　  令和５年度　146人（見込）上半期73人、（見込）下半期73人
　　　　　　　　　　　　　 令和６年度　140人（見込）上半期70人、（見込）下半期70人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 21,466 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 20,521 945 21,466 0 0

0 17,945 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 17,000 945 17,945 0 0

0 16,945 任期付 0.20 合計 0.2506当初予算 16,000 945 16,945 0 0

内容 金額

負担金補助及
び交付金

在宅子育て世帯・認可外施設利
用世帯等への補助金 17,000

負担金補助及
び交付金

在宅子育て世帯・認可外施設利
用世帯等への補助金 16,000

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 17,000 合計（Ｂ） 16,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,000

主な
理由

支援対象児童減のため
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○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
子ども・子育て支援推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-004

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画（第２期） 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 子ども・子育て支援推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す「子ども・子育て支援法」の考えを基本に、各種施策を通じて、妊娠、出
産期から学童期に至るまでの家庭を切れ目なく支援し、一人一人の子どもが安全かつ安心して健やかに育ち、社会の一員と
して成長することができる環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

就学前児童人口
安心して子育てができる環境を整備することで、人口増加を目指すこ
とから、就学前児童の人口を成果指標とする。

令和６年度 人 16,938

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　
　１　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の運営
 　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会において、待機児童対策をはじめとする本市の子ども・子育て支援施策や明石市子ども・子育て支援事業
計画の推進・進捗管理等必要な事項について調査審議を行う（R3:1回開催、R4:2回開催、R5:1回開催)。
　令和3年度は子ども・子育て支援法に基づく利用定員の設定等に係る意見聴取等を実施。
　令和4年度は上記利用定員の策定に加え、第2期子ども・子育て支援事業計画（計画期間2020～2024年度）の中間年見直しに係る意見聴取等を実施。
　令和5年度は子ども・子育て支援法に基づく利用定員の設定等に係る意見聴取等を実施。

　２　「こどもの居場所」づくりの推進
　学校になじめない等の事由を抱えたこどもたちが、安心して学び、遊び、過ごし、健やかな成長ができるよう、「こどもの居場所」づくりを推進する。
　市内の18歳未満のこどもを主な対象とし、こどもたちが安心できる空間で、遊びや学習支援のほか、相談支援を実施する。
　令和3年度からパイロット事業として、こどもの自主性を尊重し、自己肯定感を育むことができる「こどもの居場所」を設置。
　また、令和6年度に2か所目となる「こどもの居場所」を設置予定。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

9,600 18,272 正規 2.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 21,418 14,850 36,268 8,396 0

9,600 23,442 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 29,766 16,200 45,966 12,924 0

62,400 31,251 任期付 0.00 合計 2.0006当初予算 96,720 16,200 112,920 19,269 0

内容 金額

報酬
社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 200 報酬

社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 422

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
専門分科会における託児従事
者への謝金 13 報償費

需用費
社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員用お茶代 3 需用費

こどもの居場所新設のための修
繕費 50,009

専門分科会における託児従事
者への謝金 39

旅費
研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50 旅費

研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50

委託料
こどもの居場所設置・運営業務
委託、事業計画に係る調査委託 29,500 委託料

こどもの居場所運営業務委託、
事業計画に係る調査委託 46,200

合計（Ａ） 29,766 合計（Ｂ） 96,720

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 66,954

主な
理由

こどもの居場所(２か所目）開設のための修繕費と運営業務委託に係る委託費
の増



5

○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
医療的ケア児保育支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-005

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関
する法律
保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

事業 医療的ケア児保育支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
医療的ケア児の日常生活及び社会生活を社会全体で支えるため、保育施設において医療的ケア児の受入を可能とするため
の体制を整備する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

受入児童数 保育施設において受け入れる医療的ケア児童数 令和6年度 人 11

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

医療的ケアを実施する保育施設への支援
【令和4年度の実績】
１　市と訪問看護ステーション等との委託契約に基づく看護師派遣（3施設3名）

【令和5年度の見込み】
１　市と訪問看護ステーション等との委託契約に基づく看護師派遣（4施設4名）
２　看護師を配置して医療的ケアを行った保育施設に補助金を交付（2施設2名）

【令和6年度の見込み】
１　市と訪問看護ステーション等との委託契約に基づく看護師派遣（5施設8名）
２　看護師を配置して医療的ケアを行った保育施設に補助金を交付（3施設3名）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 0 0 0 0 0

0 17,007 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 41,100 3,240 44,340 27,333 0

0 22,846 任期付 0.00 合計 0.4006当初予算 60,100 3,240 63,340 40,494 0

内容 金額

報償費
研修講師謝礼

100 報償費
研修講師謝礼

100
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
医療的ケア支援事業委託
（看護師派遣） 25,000 委託料

医療的ケア支援事業委託
（看護師派遣） 36,000

扶助費
看護師配置補助金

16,000 扶助費
看護師配置補助金

24,000

合計（Ａ） 41,100 合計（Ｂ） 60,100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 19,000

主な
理由

医療的ケアを必要とする児童の入所申込が増加したため



31

○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育所等支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-006

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準事業 認可外保育所等支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可外保育所を支援して質の向上を図り、安全安心の保育を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

補助を実施しようとする
数

認可外保育施設指導監督基準の適合を目指す施設の数 令和6年度 施設 2

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

国において令和元年10月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設の保育の質の向上が求められていることから、市において、認可
外保育施設指導監督基準を満たすよう、運営面での支援を行い、安全・安心な保育を目指す。
【令和４年度の実績】
１　研修の実施
　　認可外保育施設職員を対象に研修を実施。
　　（２回実施、34施設・延べ52人受講）
　　研修の内容　保護者支援・子育て支援、感染予防
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　　交付申請のあった施設数　２施設
【令和５年度の見込み】
１　研修の実施
　　（２回実施、４０施設・延べ４０人受講予定）
　　研修の内容　乳児保育、食育・アレルギー対応
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　 　交付申請のあった施設数　１施設
【令和６年度の見込み】
１　研修の実施
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　　交付申請の見込み施設数　２施設

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 7,926 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 3,606 4,320 7,926 0 0

0 8,630 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 6,200 2,430 8,630 0 0

0 4,630 任期付 0.00 合計 0.3006当初予算 2,200 2,430 4,630 0 0

内容 金額

委託料
研修の実施

200 委託料
研修の実施

200
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

保育の質の向上のための補助
金 6,000

負担金補助及
び交付金

保育の質の向上のための補助
金 2,000

合計（Ａ） 6,200 合計（Ｂ） 2,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,000

主な
理由

監督基準適合証明のない施設が残り2施設となったため



4

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育施設等支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-007

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

物価高騰による保育施設等支援事業実施要領事業 保育施設等支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
電気・ガス料金の価格高騰の影響を受ける保育施設等への負担軽減及び事業継続の支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【交付実績】
R4
認可保育施設　94件　53,668,900円
認可外保育施設　53件　 4,959,300円
合計　147件　58,628,200円

R5
認可保育施設　97件　29,782,200円
認可外保育施設　52件　 2,575,900円
合計　149件　32,358,100円

R6
認可保育施設　97件　25,650,000円
認可外保育施設　52件　 2,148,000円
合計　149件　27,798,000円（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 58,628 0 58,628 58,628 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 0 0 0 0 0

0 0 任期付 0.00 合計06当初予算 27,800 0 27,800 27,800 0

内容 金額

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
27,800

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 27,800

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 27,800

主な
理由



○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-008

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の施設の安全性を確保するために必要な整備を行い、良好な保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

改修工事の件数 保育所の改修工事の実施件数 令和６年度 件 2

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度の実績】
１　高丘保育所便所ほか改修工事
２　土山保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
３　二見こども園便所ほか改修工事に係る実施設計委託
【令和５年度の実績】
１　土山保育所便所ほか改修工事
２　二見こども園便所ほか改修工事
３　鳥羽保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
【令和６年度の見込み】
１　鳥羽保育所便所ほか改修工事
２　明南保育所外構修繕
３　避難すべり台改修修繕

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 6,897 正規 0.65 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 53,347 4,050 57,397 0 50,500

0 13,165 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 101,600 5,265 106,865 0 93,700

0 5,965 任期付 0.00 合計 0.6506当初予算 93,400 5,265 98,665 0 92,700

内容 金額

需用費
鳥羽保育所外部手洗い温水シャ
ワー改修 400 需用費

明南保育所外構修繕、避難すべ
り台改修修繕 14,700

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
鳥羽保育所便所ほか改修工事
実施設計委託 3,900 委託料

アスベスト分析調査（松が丘保
育所、八木保育所） 700

工事請負費
土山保育所、二見こども園便所
ほか改修工事 97,300 工事請負費

鳥羽保育所便所ほか改修工事
78,000

合計（Ａ） 101,600 合計（Ｂ） 93,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -8,200

主な
理由

工事費の減少のため



27

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名

私立保育所・認定こども園等整備（待機児
童対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-009

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 私立保育所・認定こども園等整備（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所、私立認定こども園、私立保育所分園及び小規模保育事業の整備に係る法人負担を軽減することで、受け入れ
枠を拡充し待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和5年4月現在44人であるが、令和7年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和7年度 人 0

受け入れ枠の拡充数 令和7年4月までに150人の受け入れ枠の拡充を行う。 令和7年度 人 150

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成２９年度】　合計　１３か所　４９７人
　　保育所の新設　２か所１５５人、　認定こども園の新設　１か所９０人、　分園の設置　　１か所１５人、　既存施設の定員増　４か所１４５人、
　　小規模保育事業の新設　５か所９２人
【平成３０年度】　合計　９か所　９２６人
　　保育所の新設　４か所５９０人、　認定こども園の新設　２か所２８０人、　小規模保育事業所の新設　３か所５６人
【令和元年度】　合計　１２か所　３６０人
　　認定こども園の新設　１か所１０５人、　既存施設の定員増等　２か所９０人、　小規模保育事業所の新設　９か所１６５人
【令和２年度】　合計　２１か所　１，０４４人
　　保育所の新設　７か所５５８人、　認定こども園の新設　２か所２２６人、　既存施設の定員増等　４か所１８１人、
　　小規模保育事業所の新設　８か所１４８人
【令和３年度】　合計１１か所　５０２人
　　保育所の新設　４か所１８７人、　認定こども園の新設　２か所１８３人、　既存施設の定員増等　２か所６０人、
　　小規模保育事業所の新設　４か所７２人
【令和４年度】　合計１８か所　２１３人
　　保育所の新設　２か所１３６人、　既存施設の定員増等　１５か所６５人、　小規模保育事業所の新設　１か所１２人
【令和５年度見込】　合計１か所　４２人
　　分園の設置　１か所４２人
【令和６年度予定】　合計６か所　１５０人
　　既存施設の定員増等　１か所５５人、小規模保育事業所の新設　５か所９５人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

17,050 50,707 正規 1.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 867,612 8,250 875,862 649,705 158,400

17,050 55,433 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 831,016 9,990 841,006 613,523 155,000

17,050 14,916 任期付 0.10 合計 1.3006当初予算 561,836 9,990 571,826 399,460 140,400

内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 831,016

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 561,836

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 831,016 合計（Ｂ） 561,836

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -269,180

主な
理由

令和6年度計画の施設整備数が昨年度と比較して減少することによる



14

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
病児・病後児保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-010

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市病児・病後児保育事業実施
要領

事業 病児・病後児保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
病気やけがの症状の進行が見られる時期（急性期）または、症状の進行が止まり治癒に向かっている時期（回復期）にあた
り、保育所または放課後児童クラブ等での保育が困難な生後６か月から小学校６年生までの児童を、病児保育施設において
一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数
保護者の子育て支援及び児童の健全育成の達成度合いを測るため、
延べ利用者数を指標とする。

令和６年度 人 1,200

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　 現状施設　3か所（明石市立市民病院内【定員10名】、江井島病院内【定員4名】、西明石エリアで2024年3月に開設予定【定員5名】）
２   利用実績　令和４年度520人、令和５年度1,000人(見込)、令和６年度1,200人(見込)
３   利用料　1日　市内児童：2,000円（減免制度あり）、市外児童：3,000円
４   利用時間　月曜日～金曜日：午前７時３０分～午後６時　（土日祝、年末年始を除く）
５　 病児保育事業のさらなる充実を目指すため、病児・病後児保育施設の新規開設を検討。
６　 オンライン予約システムの導入　2024年12月（予定）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 18,251 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 33,911 3,240 37,151 18,900 0

0 23,588 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 81,500 3,240 84,740 50,652 10,500

0 31,246 任期付 0.00 合計 0.4006当初予算 99,018 3,240 102,258 57,012 14,000

内容 金額

負担金補助及
び交付金

病児保育事業
41,340 委託料

病児保育事業
53,620

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

新規開設施設の開設準備経費
にかかる補助金 40,100

負担金補助及
び交付金

報償費
プロポーザル選定委員への謝礼

60

新規開設施設の本体工事および開
設準備経費にかかる補助金 42,858

需用費
パンフレット印刷製本費

60 需用費
パンフレット印刷製本費

60

使用料及び賃
借料

オンライン予約システム
2,420

合計（Ａ） 81,500 合計（Ｂ） 99,018

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 17,518

主な
理由

事業実施施設が２施設から３施設となったため



元

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育施設等無償化事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-011

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 認可外保育施設等無償化事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育の必要性の認定を受けて認可外保育施設等を利用する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、施設等利用費を
給付する。また、幼児教育・保育の無償化の対象とならないものの、地域において重要な役割を果たしている小学校就学前
の子どもを対象とした多様な集団活動事業を利用する児童について、その利用料の一部の給付を行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設等利用費対象児童
数

施設等利用費の対象児童数を経済的負担軽減の成果指標とする。
（平均月対象児童数）

令和６年度 人 352

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設等利用費の給付　　平均月対象児童数/年間給付額
　（１）国立大学附属幼稚園（月額上限8,700円）、新制度未移行私立幼稚園（月額上限25,700円）
　　　　令和４年度　148人/ 31,008,153円、令和５年度（見込）　130人/ 24,300,000円、令和６年度（見込）　124人/ 22,000,000円

　（２）認可外保育施設等（月額上限　課税世帯 37,000円、非課税世帯 42,000円）
　　　　令和４年度　　　　　 3～5歳児　104人/ 36,294,084円、0～2歳児（非課税） 15人/ 1,054,370円
　　　　令和５年度（見込）　3～5歳児　  77人/ 25,000,000円、0～2歳児（非課税）　5人/   900,000円
　　　　令和６年度（見込）　3～5歳児　  73人/ 29,820,000円、0～2歳児（非課税）　2人/   180,000円

　（３）私立幼稚園の預かり保育（1日450円、月額上限11,300円（第２号）、16,300円（第３号））
　　　　令和４年度　139人/ 8,804,580円、令和５年度（見込）　129人/ 7,100,000円、令和６年度（見込）　149人/ 10,000,000円

２　地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援
　　平均月対象児童数/年間給付額（月額上限20,000円）
　　　令和４年度　2人/ 375,920円、令和５年度（見込）　5人/ 1,200,000円、令和６年度（見込）　4人/ 960,000円

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 18,823 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 79,349 2,255 81,604 62,781 0

0 15,790 再任用 0.00 その他 0.1005当初予算 58,500 2,390 60,890 45,100 0

0 16,960 任期付 0.20 合計 0.5006当初予算 62,960 2,390 65,350 48,390 0

内容 金額

扶助費
施設等利用費、多様な集団活動
の利用支援 58,500 扶助費

施設等利用費、多様な集団活動
の利用支援 62,960

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 58,500 合計（Ｂ） 62,960

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 4,460

主な
理由

施設等利用費の利用見込みの増加による



27

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
実費徴収に係る補足給付を行う事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-012

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市実費徴収に係る
補足給付事業実施要綱

事業 実費徴収に係る補足給付を行う事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する低所得で生活が困難である者の子どもが特定教育・保育等の提供を受けるにあたり、支払うべき日用品、文
房具等の購入等に要する費用又は行事への参加に要する費用等若しくは副食費の一部を助成することにより、円滑な特定
教育・保育等の利用を図り、健やかな成長を支援することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

対象世帯による制度利
用率

制度利用により、子どもの健やかな成長の支援につながる。（申請者
数/対象者数）

令和６年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１ 対象者
　 (1)認可教育・保育施設を利用する世帯のうち、市内に居住する生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯に属する保護者
　(2)子ども・子育て支援新制度未移行幼稚園を利用する世帯のうち、市内に居住する低所得世帯及び多子世帯に属する保護者

２ 対象となる費用及び限度額
   (1) 認可教育・保育施設を利用する児童
       　教材費・行事費等　年間30,000円（月額2,500円）
   (2) 新制度未移行幼稚園の児童で、低所得世帯（市民税所得割77,100円以下）、及び第３子以降に該当する児童
       　給食副食費　年間54,000円（月額4,500円）　※令和５年４月～　年間56,400円（月額4,700円）
　　令和４年度　教材費・行事費等　対象者 107人のうち、72人が申請、71人に給付
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　12人のうち、12人が申請、12人に給付
    令和５年度　教材費・行事費等　対象者85人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者12人（見込）
　　令和６年度　教材費・行事費等　対象者 87人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者12人（見込）
　※年３回申請案内を発送（在園児は年２回園を通じて保護者に、未提出者は年度末に保護者宛に申請書を郵送）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,022 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 1,253 810 2,063 1,041 0

0 1,144 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 1,000 810 1,810 666 0

0 1,144 任期付 0.00 合計 0.1006当初予算 1,000 810 1,810 666 0

内容 金額

扶助費
実費徴収に係る補足給付

1,000 扶助費
実費徴収に係る補足給付

1,000
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 1,000 合計（Ｂ） 1,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



22

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
一時預かり事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-013

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、明石市一
時預かり事業補助金交付要綱

事業 一時預かり事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
一時預かり事業を実施する私立保育所等に対して補助金を交付し事業を円滑に推進することにより、就労や冠婚葬祭により
家庭での保育が困難となる場合又は育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減するための支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数(月平均
人数)

私立保育所等における一般型一時預かり事業の利用者数(月平均）。
在宅子育て家庭の育児負担の軽減効果を測る指標とする。

令和６年度 人 197

年間利用者数(月平均
人数)

私立認定こども園等における幼稚園型一時預かり事業の利用者数
（月平均）。子育て環境の充実度を測る指標とする。

令和６年度 人 2,475

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　一般型一時預かり事業
　保護者の冠婚葬祭や就労等により一時的に家庭での保育をすることができない児童を保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内の私立保育所など
　　　【事業実績・見込】　令和４年度　12か所、令和５年度　14か所、令和６年度　14か所（見込）
　(２)　利用対象者　就学前児童（月平均）
　　　【事業実績・見込】　令和４年度　204人、令和５年度　208人（見込）、令和６年度　197人（見込）

２　幼稚園型一時預かり事業
　保護者の就労等により一時的に保育することができない主に１号認定児童を、教育時間の前後又は長期休業日等に保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内外の私立認定こども園など
　　　【事業実績・見込】　令和４年度　36か所、令和５年度　39か所（見込）、令和６年度　39か所（見込）
　(２)　利用対象者　明石市が支給認定を行った１号認定児童、明石市内に住所を有する就学前児童（月平均）
　　　【事業実績・見込】　令和４年度　2,084人、令和５年度　1,834人（見込）、令和６年度　2,475人（見込）

　

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 17,031 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 71,023 4,455 75,478 58,447 0

0 26,169 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 70,000 2,835 72,835 46,666 0

0 29,503 任期付 0.00 合計 0.3506当初予算 80,000 2,835 82,835 53,332 0

内容 金額

扶助費
一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 70,000 扶助費

一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 80,000

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 70,000 合計（Ｂ） 80,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 10,000

主な
理由

利用者増のため



7

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
延長保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-014

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、私立保育所延長保育事
業助成金交付要綱

事業 延長保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
延長保育事業を実施する私立保育所等に対して助成金を交付し事業を円滑に推進することにより、保護者の就労形態の多
様化、通勤時間の増加等に伴う延長保育に対する需要に対応し、必要な保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

一日あたりの平均利用
人数

就労形態の多様化に対応し、安心して子育てができる環境の充実度
を測る指標とする。

令和６年度 人 1,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　延長保育の概要
　　保護者の就労等により必要な場合、認定された保育必要量を超えて児童を保育する事業

２　延長保育実施施設数（私立）　※分園含む
　　令和４年度　90か所、令和５年度　101か所、令和６年度　100か所（見込）
　
　　３　延長保育利用者数（私立）
　　令和４年度　1,001人、令和５年度　1,000人（見込）、令和６年度　1,000人（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 24,788 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 120,802 4,455 125,257 100,469 0

0 61,503 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 170,000 2,835 172,835 111,332 0

0 51,503 任期付 0.00 合計 0.3506当初予算 140,000 2,835 142,835 91,332 0

内容 金額

扶助費
延長保育事業助成金

170,000 扶助費
延長保育事業助成金

140,000
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 170,000 合計（Ｂ） 140,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -30,000

主な
理由

実績額に基づいたため



17

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
障害児保育助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-015

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市障害児保育助成
事業実施要綱

事業 障害児保育助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害を有する児童を受入れている私立保育所等が当該児童の保育の実施のため、保育士等の増員を行った場合において、
その経費の一部を助成することにより、障害を有する児童の保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

保育士等の加配人数
障害を有する児童の保育を主に担当する保育士等の人数。障害を有
する児童の保育を適切に確保できているかを測る指標とする。

令和６年度 人 98

児童数
事業の対象となる、障害を有する児童の人数。障害を有する児童の
保育の充実度を測る指標とする。

令和６年度 人 297

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象施設
　　助成基準を満たす市内の私立保育所、認定こども園

２　助成基準・助成額
　(１)　障害児が１人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額150,000円
　(２)　軽度障害児が５人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額120,000円

３　助成実績・見込
　　令和４年度　48施設、保育士等の加配人数75人、障害児66人、軽度障害児308人
　　令和５年度　69施設、保育士等の加配人数94人、障害児37人、軽度障害児260人（見込）
　　令和６年度　82施設、保育士等の加配人数98人、障害児37人、軽度障害児260人（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 110,024 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 117,060 2,430 119,490 9,466 0

0 124,050 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 133,400 1,620 135,020 10,970 0

0 122,484 任期付 0.00 合計 0.2006当初予算 133,400 1,620 135,020 12,536 0

内容 金額

扶助費
障害児保育事業助成金

133,400 扶助費
障害児保育事業助成金

133,400
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 133,400 合計（Ｂ） 133,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



27

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所等教育・保育給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-016

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 私立保育所等教育・保育給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立教育・保育施設及び明石市の児童が入所している市外の教育・保育施設に運営費を支給することにより、
良好な教育・保育環境を整え、質の高い教育・保育の実施をその目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立教育・保育施設入
所児童数

良質な教育・保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努める
ための成果指標とする（各月初日入所児童の延べ人数）。

令和６年度 人 104,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

明石市の児童が入所している市内の私立教育・保育施設（幼稚園、保育所、認定こども園及び地域型保育事業所（小規模保育、事業所内保育等）及び市
外の公立、私立の教育・保育施設に対して、国の定める基準により施設型給付費等を支給する。

＜参考＞
１　幼稚園入所児童数（4月1日時点）
　・令和4年度…68人
　・令和5年度…67人
　・令和6年度…68人
２　保育所入所児童数（4月1日時点）
　・令和4年度…4,001人
　・令和5年度…3,236人
　・令和6年度…3,411人
３　認定こども園入所児童数（4月1日時点）
　・令和4年度…3,397人
　・令和5年度…4,420人
　・令和6年度…4,580人
４　地域型保育事業所入所児童数（4月1日時点）
　・令和4年度…447人
　・令和5年度…467人
　・令和6年度…604人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

296,661 2,957,897 正規 1.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 9,968,938 19,145 9,988,083 6,733,525 0

241,000 3,060,320 再任用 0.00 その他 0.4005当初予算 9,853,300 19,145 9,872,445 6,571,125 0

248,000 3,310,345 任期付 1.20 合計 3.4506当初予算 10,773,000 19,145 10,792,145 7,233,800 0

内容 金額

扶助費
施設型給付費

9,853,300 扶助費
施設型給付費

10,773,000
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 9,853,300 合計（Ｂ） 10,773,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 919,700

主な
理由

処遇改善加算Ⅲなど公定価格単価等の改訂による扶助費の増



9

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所等補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-017

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

私立保育所等に係る特別運営費取扱要綱、明石市私立保育所等産
休等代替職員費補助金交付要綱、明石市私立保育所等職員加配助
成金交付要綱、子ども・子育て支援法、明石市特定教育・保育施設
に対する副食費に係る補助金交付要綱

事業 私立保育所等補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内の私立保育所等に対して、施設の整備、職員の処遇改善、施設職員を配置基準より多く配置している等、各保育施設の
保育水準の向上等を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

職員等処遇改善費にお
ける対象職員数

より多くの職員の処遇を改善することにより、安定した保育施設の運
営に寄与し、保育の水準を高める。

令和６年度 人 1,911

職員の加配人数
配置基準より多く配置されている職員の人数で、保育の室の向上を測
る指標とする。

令和６年度 人 220

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【施設整備費】　令和4年度　48,480千円、令和5年度　51,950千円、令和6年度　50,000千円（見込）
　・基礎的整備費　施設の定員に合わせて年額320,000円～440,000円を支給する。
　・特別保育推進整備費
　　生後３月以下の乳児の受入（年額40,000円）や延長保育（年額100,000円）、障害児保育（年額50,000円）を実施する施設に支給する。
【職員等処遇改善費】　令和4年度　186,534千円、令和5年度　194,880千円、令和6年度　193,000千円（見込）
　・職員割　職員１人あたり（月額）6,500円
　・児童割　支給認定子ども１人あたり（月額）500円
【嘱託医等報酬加算費及び傷害等保険料費】　令和4年度　6,147千円、令和5年度　7,268千円、令和6年度　　7,000千円（見込）
　・嘱託医等加算　支給認定子ども１人あたり条例で定める学校医に係る幼児等の加算額（484円）
　・傷害等保険料費　支給認定子ども１人あたり（140円）
【使用済み紙おむつ処理費】　 令和4年度　5,049千円、令和5年度　6,000千円、令和6年度　5,000千円（見込）
  紙おむつ処理に係る保護者の実費負担をなくし、保護者の負担軽減を図る。（令和4年度からの新規事業）
【産休等代替職員費補助事業】　令和4年度 1人(472千円)、令和5年度 2人(1,040千円)、令和6年度 2人(見込)(1,040千円（見込)
　産休等の長期休暇を取得する職員の代替職員を雇用するために必要な経費の全部または一部を助成する。
【職員加配助成金（私立保育所等が配置基準より多く職員を配置するために必要な経費の助成）】
　令和4年度　171人（15,992千円）、令和5年度　220人（17,000千円)、令和6年度　220人（見込）（15,000千円（見込）
【副食費給付（副食費の無料化）】　令和4年度　221,374千円、令和5年度　220,000千円、令和6年度　230,000千円（見込）
　令和4年度　48,482人、令和5年度　52,416人、令和6年度　52,416人（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 490,353 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 484,048 6,305 490,353 0 0

0 483,805 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 478,040 5,765 483,805 0 0

0 506,805 任期付 0.00 合計06当初予算 501,040 5,765 506,805 0 0

内容 金額

扶助費
特別運営費、産休等代替職員費補
助金、職員加配助成金、副食費給付 478,040 扶助費

特別運営費、産休等代替職員費補
助金、職員加配助成金、副食費給付 501,040

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 478,040 合計（Ｂ） 501,040

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 23,000

主な
理由

児童数の増加、及び物価高騰による副食費給付の増



20

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育料軽減事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-018

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

ひょうご保育料軽減事業実施要綱、明石市保育
料軽減補助金交付要綱

事業 保育料軽減事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
一定の所得基準に満たない世帯に対し、兵庫県が定めるひょうご保育料軽減事業実施要綱に基づき、保育料の一部を補助
することで、子育て世帯の経済的な負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

補助対象児童数 補助を受け負担が軽減される人数（年間の延べ人数） 令和６年度 人 170

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１．補助対象
　明石市内に住所を有している、または有していた保育（２号または３号）認定子どものうち、第1子で市民税所得割額が57,700円未満の世帯に属する児童
にかかる保育料
　
２．補助額
　月額5,000円を超える保育料に対して、10,000円を上限に補助する。
　保育料の１／２と比較し、低い額を補助額とする。
　
３．助成実績・見込
　　令和４年度　183名
　　令和５年度　167名（見込み）
　　令和６年度　170名（見込み）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 -20,264 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 9,603 0 9,603 29,867 0

0 -22,670 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 10,000 0 10,000 32,670 0

0 -22,000 任期付 0.00 合計06当初予算 10,000 0 10,000 32,000 0

内容 金額

扶助費
保育料軽減事業

10,000 扶助費
保育料軽減事業

10,000
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 10,000 合計（Ｂ） 10,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



28

○ ○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育士確保等対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-019

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 保育士確保等対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向けた緊急的な私立保育所等の受け入れ枠の拡充に伴い、必要となる保育士の確保と保育の質向上に向
けた様々な取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和5年4月現在44人であるが、令和7年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和7年度 人 0

保育士の確保 受け入れ枠の拡充に伴う保育士の確保 令和7年度 人 30

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度まで】
１　市内の私立認可保育所等に勤務する保育士の処遇改善を行う。
　（１）　保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成する。（平成29年1月から実施）
　（２）　私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後7年間で最大160万円の定着支援金を支給。
　（３）　私立保育所等が宿舎を借り上げる場合、その費用の一部を助成する。（平成28年11月から実施）
２　保育士への就労支援を行う。
　（１）　私立保育所等保育士就職フェアや私立保育所見学バスツアー等の確保イベントを実施
  （２） 「保育士総合サポートセンター」（保育士・保育所支援センター）の運営やショッピングセンターでの出張相談会、養成校での就職ガイダンス等を実施
し、保育士への就労支援を行った。
　（３)　保育の質の向上を図るため、保育所職場環境の向上に資する取組を実施する施設に対し、取組内容の広報及び支援金10万円を支給した。
　（４）　潜在保育士復帰支援研修、施設長研修及び新人保育士研修を行い、保育士就業継続支援につなげた。
　（５）　高校生のための保育お仕事見学バスツアーを実施し、明石市内の保育士として活躍するビジョンを醸成するとともに、若い世代に保育の魅了を伝え
た。
【令和５年度見込】
令和４年度までの上記の保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援の継続に加え、コロナが５類に移行したことを受け、これまで制限して行っていたイ
ベント等においては時期を逸することなく対応し、明石で保育士として就労を希望する方の増加につなげた。
【令和６年度予定】
令和５年度までの保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援、保育所職場環境向上に向けた取り組みを継続するとともに、各種事業のより一層の周
知を図り保育士確保に努める。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

425 311,812 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 368,684 20,850 389,534 77,297 0

450 329,339 再任用 1.00 その他 0.0005当初予算 396,301 22,770 419,071 89,282 0

450 368,071 任期付 0.80 合計 3.9006当初予算 427,462 22,770 450,232 81,711 0

内容 金額

報償費
研修講師等報償費

120 報償費
研修講師等報償費

100
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,700 役務費

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 388,400

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 420,045

就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,500

委託料
保育士総合サポートセンター運
営等委託 5,441 委託料

保育士総合サポートセンター運
営等委託 5,230

その他
就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、会場使用料、旅費ほか 640 その他

就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、会場使用料、旅費ほか 587

合計（Ａ） 396,301 合計（Ｂ） 427,462

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 31,161

主な
理由

処遇改善等補助金交付対象者が増加したことによる



○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-020

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の公立保育所において、保育を必要とする児童を保護者に代わって保育することで、児童の健全な育成を支援す
るとともに、子育て世代が安心してこどもを生み育てることができる環境づくりを実現することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

公立保育所の運営
１　保育の実施
２　給食の実施（公立保育所・認定こども園11か所中、9か所で民間委託を導入。）
３　各保育所に施設の規模に応じて予算を配当し、施設で必要な物品の購入等を行う。
４　各保育所で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
５　各保育所の故障、または老朽化した空調機等の更新を行う。
６　各保育所の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料、保育支援ICTシステム使用料の支払いを行う。
７　各保育所から排出される使用済み紙オムツを含む一般廃棄物の収集を委託する。
＜参考＞
令和5年4月1日現在の入所児童数  　公立保育所938人　公立幼保連携型認定こども園158人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

101,410 1,605,346 正規 109.14 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 351,820 1,355,280 1,707,100 344 0

99,381 1,592,365 再任用 1.40 その他 204.8005当初予算 374,255 1,318,939 1,693,194 1,448 0

102,448 1,587,462 任期付 0.75 合計 316.0906当初予算 371,601 1,318,939 1,690,540 630 0

内容 金額

報酬
公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,200 報酬

公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,200

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 171,820 需用費

委託料
給食調理業務委託等

172,839 委託料
給食調理業務委託等

173,729

消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 173,220

役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,010 役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,010

その他
報償、旅費、備品購入費、負担
金 12,208 その他

報償、旅費、備品購入費、負担
金 8,820

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、
ICTシステム使用料等 11,178

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、
ICTシステム使用料等 9,622

合計（Ａ） 374,255 合計（Ｂ） 371,601

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,654

主な
理由

AEDの更新が完了したことに伴い、備品購入費が減ったため。



26

○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園預かり保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-021

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園預かり保育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、保護者および教職員 幼児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育て支援に加えて、就労支
援（保育所入所待機児童対策）を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数 １園1日あたりの預かり保育　　平均利用人数 令和６年度 人 20

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　平成30年度から、預かり保育を実施している園の保育実施時間を8時から18時までに延長した。残りの園では、平成31年度から教育時間終了後から16
時までの預かり保育を実施している。令和２年度より、すべての幼稚園で朝８時から預かり保育を実施。令和5年度より、16時までの預かり保育実施園につ
いて16時30分まで開園時間を延長。

２　預かり保育の利用料は１時間150円。就労・看護等で利用の場合、２割引きとなる割引き制度あり。平成31年４月から、保育施設等入所要件を有する家
庭の第２子以降の園児は、月11,300円を上限に無償化を実施。令和元年10月からは、国の幼児教育・保育の無償化の制度により保育施設等入所要件を
有していれば、450円×利用日数を上限に第１子から無償となった。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

5,897 95,003 正規 1.15 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 2,968 182,750 185,718 84,818 0

6,720 122,629 再任用 0.00 その他 79.1005当初予算 2,880 200,185 203,065 73,716 0

6,000 131,505 任期付 0.00 合計 80.2506当初予算 2,880 200,185 203,065 65,560 0

内容 金額

需用費
預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,560 需用費

預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,560

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
子育て支援員研修（市単独実施
分） 1,320 委託料

子育て支援員研修（市単独実施
分） 1,320

合計（Ａ） 2,880 合計（Ｂ） 2,880

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



22

○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-022

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児および教職員 市立幼稚園における教育課程を実施するために必要な経費を負担し、園児らに対する幼
児教育を円滑に実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園に園の規模に応じて予算を配当し、園で必要な物品の購入等を行う。
２　各幼稚園で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
３　各幼稚園の故障、または老朽化した空調機等の更新を行う。
４　各幼稚園の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
５　民間業者が運営する給食センターからの搬入方式による給食を実施する。　（2020年9月開始）
６　保護者と園との双方向コミュニケーションツールである保育支援ICTシステムを導入する。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

13,817 333,951 正規 2.95 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 315,413 32,355 347,768 0 0

17,012 378,829 再任用 0.00 その他 17.7005当初予算 350,896 44,945 395,841 0 0

17,480 356,475 任期付 0.80 合計 21.4506当初予算 331,311 44,945 376,256 2,301 0

内容 金額

需用費
教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料、食糧費 14,325 報償費

給食アレルギー研修会
250

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 37,500 需用費

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料
3,925

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料、ICT
システム使用料 9,978

ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費、教材等の消耗品費等 45,030

役務費
電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 4,963 役務費

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 5,910

委託料
公立幼稚園給食委託

277,875 委託料
公立幼稚園給食委託

260,043

備品購入費
教材備品、園児椅子等

12,308 備品購入費
教材備品、園児椅子等

10,100

合計（Ａ） 350,896 合計（Ｂ） 331,311

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -19,585

主な
理由

公立幼稚園給食の食数の見込みを精査したことによる委託料の減



○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園保健・体育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-023

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校保健安全法、幼稚園教育要領事業 幼稚園保健・体育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、および遊具等の体育用設備、並びに保健室用備品 遊具等の体育用設備や保健室用備品を整備するこ
とで、幼児期における心身の発達、および健康の保持増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園の保健室用備品、消耗品の購入を行う。
２　各幼稚園の保健室用備品（身長計・体重計・オージオメーター等）の維持管理を行う。
３　各幼稚園の体育用備品、消耗品の購入を行う。
４　各幼稚園の体育用設備（遊具等）の維持管理を行う。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 63,797 正規 4.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 3,567 60,230 63,797 0 0

0 69,147 再任用 0.00 その他 11.1005当初予算 4,327 64,820 69,147 0 0

0 69,120 任期付 0.20 合計 15.4006当初予算 4,300 64,820 69,120 0 0

内容 金額

需用費
体育用・保健室用消耗品費、体育用
設備・保健室用備品の修繕料 2,500 需用費

体育用・保健室用消耗品費、体育用
設備・保健室用備品の修繕料 2,500

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 400 役務費

保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 400

備品購入費
体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,427 備品購入費

体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,400

合計（Ａ） 4,327 合計（Ｂ） 4,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -27

主な
理由

保健・体育用備品の見直しによる
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○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設維持補修事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-024

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
学習指導要領

事業 幼稚園施設維持補修事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
園児、教職員、保護者、地域住民らが協力して、美化・緑化活動に取り組むとともに、必要な委託業務を行い、安全で安心な
教育・保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

美化緑化実施園の数 美化・緑化活動を実施した幼稚園（認定こども園を含む。）の数 令和６年度 園 28

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度の実績】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①施設の維持管理　②市民との協働による園庭芝生の維持管理　③花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　園舎の修繕：高丘西幼稚園園舎の屋上防水全面修繕
【令和５年度の実績】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①施設の維持管理　②市民との協働による園庭芝生の維持管理　③花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務：松が丘幼稚園西法面クロマツ剪定業務ほか
３　園舎の修繕：①錦浦幼稚園なかよしハウス屋外階段修繕　②貴崎幼稚園園舎屋上防水全面修繕
【令和６年度の見込み】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①施設の維持管理　②市民との協働による園庭芝生の維持管理　③花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　園舎の修繕：①砂場上日よけ設置修繕　②避難用すべり台改修修繕

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 19,919 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 20,719 5,400 26,119 0 6,200

0 15,785 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 21,270 3,915 25,185 0 9,400

0 14,085 任期付 0.25 合計 0.6506当初予算 38,170 3,915 42,085 0 28,000

内容 金額

需用費

美化・緑化活動用消耗品、錦浦
幼稚園なかよしハウス屋外階段
修繕、貴崎幼稚園屋上防水全面
修繕

16,070 需用費

美化・緑化活動用消耗品、避難
用すべり台修繕、日よけ設置修
繕 33,570

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
ピアノ・物品等運搬、手数料

100 役務費
ピアノ・物品等運搬、手数料

100

委託料
樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 5,100 委託料

樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 4,500

合計（Ａ） 21,270 合計（Ｂ） 38,170

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 16,900

主な
理由

避難用すべり台の改修を行うため
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○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼児教育振興事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-025

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5093

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市学校法人助成条例、明石
市教育委員会事務局事務分掌規則、幼稚園教
育要領等

事業 幼児教育振興事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園における 幼児教育の充実、保育内容の深化、教職員の専門性向上を図るとともに、市立幼稚園の安定的な運
営により、幼児教育の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　市立幼稚園の指定園において幼児教育研究を行う。
２　市立幼稚園で地区毎にグループ研究を行う。
３　市立幼稚園の教職員の資質向上、指導力向上のため、各種研修へ参加する。
４　市立幼稚園の入退園に関する事務等の支援を行う。

＜参考＞
令和5年5月1日現在の公立幼稚園(27園)の就園児童数　　2,594人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,455,157 正規 136.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 5,877 1,449,280 1,455,157 0 0

0 1,406,793 再任用 0.00 その他 155.3005当初予算 10,748 1,396,045 1,406,793 0 0

0 1,405,444 任期付 0.00 合計 292.1506当初予算 9,399 1,396,045 1,405,444 0 0

内容 金額

報償費
研修講師謝礼

1,058 報償費
研修講師謝礼

1,058
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 5,300 旅費

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 5,000

需用費
就園事務用、事務局用消耗品、
図書更新等 2,710 需用費

就園事務用、事務局用消耗品
1,011

備品購入費
教材備品等

300 その他
備品購入費（教材備品等）、委託
料（就園相談事務委託） 950

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金、子育て支援員
研修（県実施分）等 1,230

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金、子育て支援員
研修（県実施分）等 1,230

合計（Ａ） 10,748 合計（Ｂ） 9,399

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,349

主な
理由

図書更新等、需用費の減
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○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-026

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則

事業 幼稚園施設整備事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の施設・設備を計画的に更新・整備し、機能維持・改善を図りながら安全性を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

トイレ改修工事の件数 幼稚園のトイレ改修工事の実施件数（令和元年度以降） 令和６年度 件 1

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度の実績】
１　仮設園舎の用地賃借（錦浦幼稚園）・仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園）
２　二見北幼稚園便所ほか改修工事（令和３年度繰越明許予算で対応）
３　播陽幼稚園便所ほか改修工事実施設計委託
４　避難用救助袋の設置　山手幼稚園プレハブ園舎２階　避難梯子から救助袋に変更
【令和５年度の実績】
１　仮設園舎の用地賃借（錦浦幼稚園）・仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園）
２　播陽幼稚園２階便所ほか改修工事（令和４年度繰越明許予算で対応）
３　和坂幼稚園２階便所ほか改修工事実施設計委託
４　外壁改修：１件（山手幼稚園鉄筋園舎）
５　屋上改修：（播陽幼稚園）
６　外壁仕上げ材アスベスト含有調査：６棟　（鳥羽２棟、山手２棟、播陽１棟、二見こども園1棟）
７　幼稚園型認定こども園移行に伴う消防用設備設置改修：22件
【令和６年度の実施見込み】
１　人丸幼稚園便所ほか改修工事実施設計業務委託
２　外壁改修３件（鳥羽、清水、二見こども園）
３　屋上改修２件（清水、二見こども園）
４　山手幼稚園施設整備業務委託
５　和坂幼稚園便所ほか改修工事
６　アスベスト調査：７件

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 49,512 正規 0.65 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 57,959 4,860 62,819 3,807 9,500

0 33,553 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 90,288 5,265 95,553 0 62,000

0 18,001 任期付 0.00 合計 0.6506当初予算 584,450 5,265 589,715 44,814 526,900

内容 金額

需用費
鳥羽幼稚園鉄筋園舎外壁改修
等 67,000 需用費

幼稚園園舎外壁・屋上改修修繕
181,000

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
和坂幼稚園2階便所ほか改修工
事実施設計委託等 5,020 委託料

工事請負費
和坂幼稚園便所ほか改修工事

72,000

山手幼施設整備業務委託、アスベス
ト調査、人丸設計業務委託 321,300

使用料及び賃
借料

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 18,268

使用料及び賃
借料

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 10,150

合計（Ａ） 90,288 合計（Ｂ） 584,450

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 494,162

主な
理由

山手幼施設整備業務委託及び外壁、屋上改修の修繕計画見直しによる
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○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
放課後児童健全育成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-027

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004

教育費 連絡先

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画、あかし教育プラン 委託 指定管理

目 青少年対策費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市放課後児童健全育成事業
の設備及び運営に関する基準を定める条例、同
施行規則、明石市放課後児童健全育成事業実
施要綱

事業 放課後児童健全育成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
学校の授業終了後や長期休業期間において、保護者が昼間、就労等で家庭にいない児童に適切な遊びや生活の場を提供
し、健全育成を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

児童クラブの
待機児童数

　入所希望者全員を受け入れ、４月１日時点で、待機児童を発生させ
ないことを事業の指標とする。

令和６年度 人 0

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の実施概要
（１）市内の全市立小学校に放課後児童クラブを設置し、その運営を公益財団法人こども財団に委託
（２）放課後児童支援員認定資格研修の実施

２　児童クラブ入所児童数（４月１日現在）
　　令和２年度　3,416人（定員4,095人）　　　令和３年度　3,461人（定員4,211人）　　　令和４年度　3,672人（定員4,651人）
　　令和５年度　3,999人（定員4,779人）

３　育成時間
（１）平日は授業終了後から最長午後７時まで
（２）土曜日、代休日、長期休業期間は、午前８時から最長午後７時まで（ただし、土曜日は午後５時まで）

４　保護者負担金
（１）一般世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額8,000円 （８月は12,000円）
（２）ひとり親家庭等の世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額4,000円 （８月は6,000円）
（３）市民税非課税世帯及び生活保護世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額2,000円 （８月は3,000円）
　 　なお、いずれの世帯区分でも、兄弟姉妹が同時利用の場合は、２人目以降、年長児童は減免制度（２割減免）あり
（４）延長料金　午後５時から午後６時３０分までは月額2,000円、午後７時までは月額2,500円

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

328,610 239,858 正規 2.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 974,555 18,090 992,645 416,077 8,100

350,000 222,452 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 968,761 22,680 991,441 404,289 14,700

476,985 228,976 任期付 0.90 合計 3.4006当初予算 1,147,470 22,680 1,170,150 442,289 21,900

内容 金額

旅費
事務連絡旅費

20 旅費
事務連絡旅費

20
令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
コピー用紙、保護者あて送付用
封筒費用等 320 需用費

委託料
受託組織に対する委託料

956,000 委託料
受託組織に対する委託料

1,097,680

コピー用紙、保護者あて送付用
封筒費用等 16,286

役務費
保護者負担金銀行引落手数料

500 役務費
保護者負担金銀行引落手数料

500

使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 11,921

使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 32,984

合計（Ａ） 968,761 合計（Ｂ） 1,147,470

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 178,709

主な
理由

・児童クラブ実費徴収分（おやつ代及び保険料）の徴収方法を変更し、市の歳
入とする。また、歳入分を上乗せすることによる委託料の増
・放課後児童クラブの利用者増加による委託料の増
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